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AIA[1952]によ れ ば,第1次 世 界 大 戦 以 前 の ア メ リ カ に お い て は 正 味 資 産
*本 稿は,藤 井 「1999]の草稿段階の論文に加筆 した ものであ る且紙幅の制約か ら藤井 「1999]
の公表 にあた って割愛せざ るをえ なか った叙述や図表 も,本 稿で は再生 し収録 している。
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〔純 財 産)の 増 加 額 を利 益 とみ る 「純 則'産増加.説」("increaseinnetworth"
concept)が支配的 であ ったた め に,実 現 は会計 上の認識規準 と しては一般 に
認 め られ てい なか った とされ る(AIA[1952],p.23)1,。ところがユ910年代か
ら1920年代 にか けて保有利得へ の課税 問題が,法 律家や経済学者 を も巻 き込 ん
だ か た ち で広 く議 論 され る よ うにな った。 そ の過 程 で,「完 結 した取 引」
(completedtransaction)や「現 金 または現金等価物」(cashoritsequivalent)
とい った用 語によって特徴づ けられ る伝統 的実現概念が,漸 次形成 されるこ と
になる。法曹界 における実現概念 の成立 を画す る もの となったのは,資 本か ら
の 「分離」 を利益 の本質的要件 と し,株 式配 当へ の課税可能性 を台諷 した1920
年 のMacomber"判決で あった(Windal[1963],p.31;AAA[1965],1).314)。
他 方,や や遅 れて会計 学領域 に おいて も,実 現 に言及 した初期文献 と して
Gi】man[1939]やKohler[1952]が現われ るが,利 益概念 をめ ぐる上掲のよ う
な新 たな事態 の展 開に依拠 しつつ,さ らに,1920年代 に急増 した 「反保守主義
的な会計実務」(津守[1985],101ベージ)へ の批判 的反省 を もふ まえて実現
の要 件 を定 式化 し,そ の概 念 的 確立 を決 定づ けた の はPatonandLittleton
[1940](以下本文で言 及す る場 合には 「1940年.序説」 と記 す)で あ った』
1940年序 説は,実 現 を収益 の認識規 準 として位置 づけた うえで,そ の要件 と
して,「法 的な販売 またはそれに類似 した過程 による転換」 と 「当座資 産の受
領 によ る確定」 の2つ を掲 げてい る(PatonandLittleton[1940],p.49)。す
なわち,こ こでは,(1:[他の実体へ の財貨 の提供(対 外取引 テス ト)と,(2)そ
の対価 と しての流動 資産の受.領(流動 性テス ト)の2つ が,実 現の要件 として
1)し か し,こ のこ とは,第1次 世界大戦 以前に実現(あ るいはそれに相当する規 準〕に依拠 した
認識実務 が存 在 していなか ったというこ とを必 ず しも意味す る ものではない。第1次 世界大戦以
降に展 開する伝統的実現概念 の成立過程 は,文 字どお りその 「概念 」的な確 立過 程を意味す るも
のであ り,会計 実務 における実現 の一般 的承認 の獲得 過程をなす もの と考えるべ きであろ う。
なお,本 稿では,「規準」1:criterion)とい う用語 を,あ る判 断の尺度を意味す る用語 として使
用 している。 この点 につい ては.藤 井[1997],83ペー ジを参照 されたい。 また,「会計 原則」 の
用語法については,藤 井[1997],33ペー ジを参照 されたい。
2〕Maconlber判決 につい ては,辻 山 〔1991],199-210ベー ジで詳細 な紹 介 と検討 がな され一⊂い
る。
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定式化 されてい るのであ る3)。この2つ の要件 によって構成 され る実現概念 を,
今 日で は広 く一般 に伝 統的(.古典 的)実 現概念 と呼んで い る(福 島[1978ユ,
9-13ペー ジ;辻 山[1991],137-139ペー ジ)Q
で は,以 上 の2要 件 によって構成 され る実現 は利益測定 プ ロセ スにおいて,
どのよ うな機 能 を果 たす ことになるのであ ろ うか。1940年序説 ては,「利益」
(income)は「費用 と収益 の期間的対応 」(PatonandLittleton[1940],p.15)
をつ うじて決定 され る もの とされ,実 現 はかか る利益測定 プロセ スにおけ る収
益 の 認 識規 準 と して 位 置づ け られ て い る(PatonandLittleton[1940],PP.
62-63)。す なわ ち,こ の ことか ら,ユ940年序説 にお いて は実現 に対 して,①
収益 の期 間帰属 の決定 と,② 利益 測定 プロセスか らの未実現 保有損益 の排 除
とい う2つ の規範的機能が付与 され てい ることが理解 され るのであ る.こ の う
ち,と りわ け②の未実現保有損益 の排 除につ いては,き わ めて厳格 な立場 が と
られてお り,「帳簿記入原価 に代 えて仮構 的原価 を使 用す ることは 〔… …ユ売
上原価 お よび営業利益 の歪曲 をもた らす」(PatonandLittleton[1940],p.81)
とい う理 由で,1940年序説 は,未 実現保有利得 の認識 のみ な らず,未 実現保有
損 失 の認 識(す な わ ち低 価 法 の 採 用)を も明 確 に 否 認 して い るの で あ る
(PatonandLittleton[1940],PP,80-81andpp.126-129)臼実現 のか か る機 能
的位置づ けは,1940年序説 における徹底 した原価主義 の立場 を象徴 的に物語 る
もの といえ るで あろ う。
未実現保有損益 の排 除につい て以上 のよ うな きわ めて厳格 な立場 が とられて
い るのは,1940年序説で は流動資産 に裏づ け られ た処分 可能利益 の決定に焦点
が当て られ ているか らであ る。 したが って,そ こで想定 されてい る利益 測定 プ
ロセスにおい ては,上 掲の実現 の2つ の要件 の うち,流 動性 テ ス ト(対 価 の受
領)が よ り 「決定的」(crucial)な要件 とな る(福 島[1978ユ,12-13ペー ジ;
森川[1996],5-6ペー ジ)。
3}本 稿 で は 「財 貨 」 とい う用 語 を,「用 役 」 も含 む広 い 意 味 で 使 用 して い る.な お,「 対 外 取 引 テ
ス ト」 お よ び 「流 動 性 テ ス ト」 とい う用 語 は,阪 本[1966],19ペー ジ に も とつ く もの で あ る。
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以上総 じて,1940年序説で規範化 され てい るのは,原 価 主義 に もとつ く処分
可能利益 の決定 プロセスで あ り,実 現 はその利益 測定 プ ロセ スを支え る不可欠
の収益認識規準 として位 置づ け られ てい ることが理解 され るのであ る㌔
III資産 ・負債の認識規準 としての 実現の提示
一195フ年改訂会計原則
AAA[1957](以下本文 で言 及 す る場 合 に は 「1957年改 訂 会計 原則」 と記
す)は,「 会計 原則の理論的基礎 をなす 基礎 概念 またぽ会計公準 を積極 的 に表
明 してい る点」(新 井[1978],45ペー ジ)で,そ れ以前 のAAA会 計原 則 と
基本的思考.を大 き く異 にす るもの と評 され てい る。 とりわ け注 目され るのは,
実現 を会計慣 行の基底 にあ る基礎概 念 の ユつ と見 な した うえで,そ の意義 を,
「資産 また は負債 の変動が勘定 における認識 を正当化 しうるほ ど十分 に確定 的
かつ客観的 にな った こと」(AAA[1957],p,538)と規定 してい ることであ る。
ユ957年改訂会計原則 において提示 され た実現概 念は,以 下 の2点 において,伝
統 的実現概 念と大 きな相違 を見せ ている。
第1は,実 現 が収益 の認識 規準 としてで はな く,「資産 または負債 の変 動」
の認識規準 として位置づ けられ ている ことであ る。1957年改訂 会計原 則の最 も
大 きな理論 的特徴 は,そ の用役可 能性 説にある。用 役可能性 説では,資 産の本
質 は 「用役 可能性」(service-potentials)とみ な され(負 債 はその マ イナ ス概
念 とな る),そ こか ら,会 計規 制の規範 となる財 務諸表要素 の定義 の連鎖 が演
繹的に導出され る ことにな る(藤 井[1997],92ページ)。会計的認識の焦点が
「資産お よび負債 の変動」 に当て られ,実 現がその認識規準 として位置づ けら
れてい るのは,1957年改訂 会計原則 が提 唱す る用役 可能性説の1つ の必然的帰
結 とい って よい であ ろ う。 ここでは,F.W,Windalのい う 「項 目識別 機能」
4)こ こに見 るように,実 現 と原価i{義は利 益測定において不1,∫分の関係にあ ることか ら,伝 統的
な取得原価主義会計の認識 ・測定構造を特徴づけ る用語 として,し ば しば 「原価一 実現主義」 と





第2は,対 外取引 テス トと流動性 テス トに代 えて,「資産 また は負債の変動」
の 「確定性」 と 「客観性」が,実 現の要件 として提示 され ている ことである。
かか る実現 の 要件 は伝統 的要件 に較 べて 「著 し く抽 象 的」(福 島[1978],20
ペ ージ)な ものであ り,し たが ってそ のか ぎ りで,そ れ は,伝 統 的実現概念が
有す る制約 を緩和 し,会 計的認 識 を拡 張す る理論 的可能性 を用意 す る もの と
なってい る。認識拡張 のか か る試み は,「伝統 的会計 の枠組 みが擁 して きた貨
幣価値安定 とい う概念が,と りわ け第2次 大戦後急速 にその現実性 を失 った こ
とに伴 う,会 計 における資本利益計算 の経 済的現実性 の喪失に対 す る克服 策」
(辻山[1991],141ページ)と して意義づ け られ るものであ った。す なわ ち,
より端的 にいえば,1957年改訂会計原則 においては.処 分可 能利益 の決定 よ り
も 「会計資料 の リア リテ ィの増大」(福 島[1978],42ページ)に,よ り大 きな
関心が 向けられてい るので ある,,
ところが,ユ957年改訂 会計原則 の収益認識 に関す る議 論 に目を転 じると,.上
掲 の実 現概 念 とは整 合 しな い叙 述に突 き当た るのであ る5:1。同会計原則 にお け
る収益 の定義が,そ れであ る。 同会 計原則 によれ ば,収 益 とは,「あ る期 間 に
おいて企業か ら顧客 に提供 され た財貨 または用役 の総体 を貨 幣金額で表わ した
もの」(AAA[1957],p.540)とされ る。す なわ ち,ユ957年改訂 会計原則 は こ
こで,収 益 の本質 を 「資産 または負債の変動」(ス ト・ソクの変動)に よってで
はな く,「提供 された財貨 また は用役」(フ ローの量)に よって定義 してい るの
であ る。 しか も,一.見 して 明 らか な よ うに,こ の 「提 供 された財 貨 または用
役」 とい う表現 は,伝 統 的実現概 念の1つ の要件 てあ る対外 取引 テス トを実質
的 に指示す る もの とな っている。つ ま り,1957年改 訂会計 原則 において は収益
は事 実上,依 然 と して伝統 的実現概 念に依拠 して定義 されてい るのであ り,し
5)本 稿ではふ れないが,1957年改訂会計 原則で提示 された財 務譜表要素(と りわけ資産〕の定義
と測定の 間にも重大 な矛盾が含まれてい る.こ の点につい ては,藤 井[1997],第4章を参 照さ
れたい。
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たが って,そ の定義は,上 掲の 「資産 また は負債 の変動」 の認識規準 としての
実現概念 とは明 らかに論理的整.合性 を欠いた もの となって いるので ある6,。
さ らに,ユ957年改訂会計原 則 は,「実現純利益 」(realizednetincome)を,
「正味 資産 の変 動で あ り,㈲ 収益 か ら関連 す る費消 原価 を差 し引 くことに
よって得 られ る差 額 と,㈲ 資産 の売 却,交 換,そ の他 の転換 によ って企業 に
もた らされ るその他の利得 また は損失か ら生 じる もの」(AAA[1957],p.540)
と定義 してい る。利益のかか る定義 には,正 味資産の増加 を利益 とす る.会計観
(いわゆ る資産 負債 アプロー チ)と,収 益 費用 の差額 を利益 とす る会計観(い
わゆ る収益費用 アプローチ)が 混在 してい る。財務諸表の連携 を前提 とすれ ば,
多 くの場合,会 計観のかか る相違 は利益 に関す る解釈の相違 を生み 出す にす ぎ
ない7㌧ しか し,1957年改訂会計原則 が意図 した ような認識 の拡 張を図 った場
合には,会 計観のかか る相違 は,利 益 の決定方式 において実質 的な相違 を生み
出す可能性がある。なぜな らば,未 実現保有損益 の会計処理いか んによっては,
正味資産 の増減 額 と収益 費用の差額a}が一致 しない ケー スも生 じうるか らで あ
る(後 述参照)。
ところが,1957年改訂.会計原則は,未 実現保有損益 を認識す る可能性 を繰 り
返 し暗示 しなが ら(AAA[1957],PP.540-541),結局,当 該認 識 問題 につ い
て は明確 な指 針 を何 ら提 示 しない ままに終わ って いるのであ る%し たが って
当然の ことなが ら,未 実現保有損益 をどの よ うに会計処理す るか も,同 会計原
則 に將いては不明のま まであ る。
以上 を要す るに,19574一改訂会計原則 において は 「会計原則 の理論的基礎 を
の こ う した こ とか ら,ユ957年改 訂 会 計 原 則 に お け る 「実 現 」 とい う用 語 の使 用 に は,統....・性 が 欠
けて い る とい う指摘 もな さ れ て い る。 た とえ ば,.山出11998」,136ペー ジ を参 照 され た い.
7)2つ の会 計 観 の 異 同 関係 に 関 す る議 論 につ い て は,FASR[19761,0h.2を参 照 さ れ た い 。 ま
た,こ の 議 論 に つ い て は.藤 井[1997].第2章 で 筆 者 な りの検 討 を お こな っ て い る 、.
8>こ こで は,FASB[1976】,par,48foot皿ote等で 示 さ れ た 用 語 法 に した が い,収 益 ・費 用 とい う
用 語 を.利 得 ・損失 を 含 む広 い意 味 で 使 用 して い る。
9)1957年改 訂 会 計 原 則 は増 価 評価 利 得 に つ い て は 認 識 を 否 認 して い るが,低 価 評 価 損 失 につ い て
は 認 識 を是 認 し て い る と解 釈 す る論 者 も存 在 す る。 た と え ば,福 島[19781,24ベー ジ;草 野
[1998],368ペー ジ を参 照 さ れ た いP
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なす基礎概念 また は会計公準H新 井[1978],45ページ)が 積極 的に表 明され,
認識拡張の可能性 を秘めた斬新な実現概念が提示 された に もかかわ らず,そ れ
らの諸提案 は核心部分 において多 くの矛盾点や不明点 を含 む ものであったため
に,同 会計 原則 は,そ の会計 的計算構造 におい て 「〔伝 統的 な〕 原価 主義 の域
を..一歩 も出てい ない」(福 島[1978],24ページ)ば か りで な く,「実 質的 には
伝統的 な会計原則 を理論的 に基礎づ ける役割 を依然 として担 っているにす ぎな
い」(新井 〔1978],109ペー ジ)も の とな ってい るのであ る。
IV認 識規準 としての実現の否認
一1962年会計原則試案一一
1957年改訂 会計原則 によって提唱 され た用役可能性説 をさ らに徹底 させる こ
とによって,従 来 の伝統的.会計理論 に代わ るべ き新 しい会計理論 を提 示 しよ う
としたのが,AICPA[1962](以下 本文 で言及す る場合 には 「ユ962年会計 原則
試案」 と記す)で あった。
1962年会計 原則試案 は,.会計 の主 たる機 能 を,「経 済実体 の保 有す る資源 の
変化 の瑣末 を測定す ること,す なわ ちすべ ての資源 とそのすべての変化を測定
す ること」(AICPA[1962],p.12)と規定 している。その うえで,同 試案は,
「利益は企業実体 の正味資源 の増加 関数」(AICPA[1962],p.11)であ り,し
たが って,「利益 の構成要 素(す なわ ち収益,費 用,利 得,損 失)は,資 産お
よび負債の測 定に基礎づ け られな くてはな らない」(AICPA[1962],p.11)と
述 べ て い る。 す な わ ち,1962年会 計 原 則 試 案 に よれ ぽ,「純 利 益」(net
profit)1"」とは,「物価水 準 の変動 や追加投資 か ら生 じる投 下資本 額の変動 がな
く,ま た所有 主へ の配 当 もない と仮 定 した 場合 の,所 有 主 持分 の増 加 額」
(AICPA[ユ962],p.45)であ るc
以上の ような議論をふまえた うえで,1962年会計 原則試案は,実 現について,
10)1962年会 計 原 則 試 案 は,純 利 益 の代 替 的 用 語 と し て,「.稼得 利 益 」(earnings>や「羊1」益 」
(1ncome)とい う用 語 も使 用 して い る。AICPA[1962ユ,p.45.
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「当該概念 は分析 的 な正確 性 を欠いてい るので,会 計 の基軸 的特 質 として これ
を受 け入れ ることはで きない」(AICPA[1962],p,15)と述べ,実 現 の全面 的
否認 の立場 を明 らか に してい るのであ る。1962年会計原則試案 によれ ば,実 現
の採用か ら生 じる最 も重 大な問題 は,「企 業活動 や経 済活動 を正確 に 〔財務諸
表 に〕 反映す るとい う 〔会計 の〕主 目標 を,当 該経済活動 のたんなる1側 面 に
す ぎない販 売 〔時点で の収益 認識〕 に移行 させ て しま う」(AICPA[1962],p.
15)とい う点 にあ る。「利益 は,〔財貨 の〕販売時点だ けで はな く,企 業活動 の
.全過程か ら生 じる もの」(AICPA[1962]p.14)なので,「 〔利益の主 要源泉 と
な る〕 収益 は,も し財 貨お よび用役の生産 と処分 にかかわ る主た る経 済活動 の
成果が客観 的に測 定で きる場合 には,当 該活動が達成 された期 間に識別 され る
べ きであ る」(AICPA[1962].P.47)。
以..ヒの ような理論 的見地 か ら,1962年会計原則試案 は,貨 幣請求権 につ いて
は 原則 と して 「将 来 の交換 価 格 の 割 引 額」 に よ る評 価 を 求 め て い る ほか
(AICPA[1962],PP.24-25),「稼得 利益earningsの決定 にあた っては,棚 卸
資産の現在原価変動 の影響 が重 要な要素 となるので,こ れ を 〔財'務諸表 におい
て〕報告す るべ きであ る」(AICPA[1962],p.50)と述 べ,棚 卸資 産 に生 じる
未実現保 有損益 の利益算 入を も要請 してい るのであ る。
すなわ ち,以 上 の ことか ら,1962年会計 原則試案 において は,用 役可能性説
の徹底が認識 規準 としての実現 の全 面的否認 を導 き,そ れが さらに,客 観 的な
測定の可能性 とい う条件つ きなが ら,財 貨の生産時点での収益 認識の提唱 につ
なが ってい ることが理 解され るのであ る。貨幣請求権お よび棚 卸資産 に生 じる
未実現保有損益 の利益算入 の要請は,1962年会計 原則試案 に見 るそ う した会計
思考の当然の帰結 とい ってよいであろ う。
ところが,以 上 に見 て きた ような1962年会計原 則試 案の諸提 案 はあ ま りに も
斬新かつ理想 的な もので あったために,「その実行可 能性 や一般的承認性 につ
いて 〔会計 人に〕確信 を抱か せ る ことは,と うてい不 可能 であ る」 〔AICPA
[1962],p.60)とい った厳 しい批 判が,広 く実 務界 か ら寄 せ られ る こ とにな
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る11)。結 局,同 試案 は当時 の実務界 に受容 され る ことな く,文 字 どお りの 「試
案」の ままに終わ って しまうのであ る。
V収 益 認識 規準 と しての実現への回帰
一一..一.1964年委員会報告一
AAA[1965](以下本文で言及す る場合 には 「1964年委員会報告」 と記 す)
は,1957年改訂 会計 原則 で提示 された実現概念 を 「質的に展 開す ると同時 に,
部 分的 に修 正す ること」(AAA[1965],p.312)を目的 として公 表 され た もの
であ り,現 在の ところ,ア メ リカ会計 界の公式刊行物 としては実現概 念のあ り
方 を直接真正面 か ら論 じた最 後の文献 とな ってい る1%
1964年委員会報告 は,会 計 において解決 されな くては ならない根本問題 とし
て,① どの ような経 済事 象が勘定 において記録 され るべ きか,② 記録 され た経
済事象 は財 務諸 表において どの ように報.告され るべ きか,と い う2つ の問題 を
提起 してい る(AAA[1965],p.312)。
そ のうえで,① の問題 につ いては,全 会一 致の見解 として,「のれん以外 の
すべての資産の価値 変動 の影響は,そ れが適切 な証拠 によって確証 され るか ぎ
り,勘 定 に記 録す るべ きであ る」(AAA[1965],p,312)と,同委員 会報告 は
勧告 してい る。 そ して,② の 問題につ いて は,委 員 会多数派 の見解 と して,
「資産の 『未実現』 の価値変動 は報告純利益 に算入せず,損 益 計算書 の純利益
の下に 〔独立項 目と して〕表示す るべ きで ある。 そ して,未 実現価値 変動 の累
計額 は,貸 借対 照表 の留 保利益 の部 に独立項 目と して表示す るべ きで ある」
(AAA[1965],p.312)と,同委員会報告 は勧告 してい る。
要す るに,資 産 の未実現保有損益 はすべ て原則 として認識す るべ きであるが,
純利益 には これ を算入 してはならない とい う勧 告が,1954年委 員会報 告ではな
11)1962年会計 原則試案の論理構成 に内在す る問題点 につ いては,さ らに藤 井[1997L第4章も
参照されたい 曽
12)ただ し,FASB[1976]やFASB概念書 籍6号 のよ うに,多 くの会 計問題 のなか の1論 点 とし
て実現に言及 した文献 は,か な りの数 にのぼる。
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されているので ある。 ここで注 目され るべ き第1の 点は,そ れ まで 一体 の問題
として議論 され て きた未実現保有損益 の認 識問題 と利益 の決定問題 が,明 確 に
分離 されて いる とい うことで あ る。 この分離 に よって,.貸借対 照表 において表
示 され る正味資産 の増減額 と,損 益計算書 において表示 され る純利益 の金額の
間には,稀 な例外的 ケースを除いて恒常 的に不 一致が生 じることにな る。
注 目され るべ き第2の 点 は,以 ヒの ような分離 の勧告 は,収 益 認識 規準 と し
ての実現 の再位置づ け と表裏 の関係 にあ るとい うことで あ る。なぜな らば,同
報告.書においては,実 現 ・未実現 の区別が,純 利益 の構成 要素の認識 規準 とし
て位置づ け られ てい るか らであ る。つ ま り,収 益認識規準 としての実現 への回
帰が,1964年委員会報告 の基本的立場 として明 らか にされ てい るので あ る。事
実,ユ964年委 員会報告 は,実 現概 念 の内実 をなす実現 の判 定規準 と して,(1)
受領資産の性質,〔:2)市場取 引の存 在,〔3)用役が達成 され た程度 とい う,伝 統
的 実現 概念 の2要 件 に きわ めて 類似 した3つ の規 準 を提 示 してい る(AAA
[1965],p.314)o
とはい え,1964年委員会報 告で示 された諸提案 は,]940年序説へ の単純 な回
帰 を指向す る もので はなか った.と い うの は,1964年委 員会報告 は,減 債基金
か ら生 じる受取利息の認識や社債利息の アキ ュム レーシ ョン法 による認識 な ど
の よ うに,必 ず しも流動 資産 の受領 を要件 としない収益認 識がす でにGAAP
として実務 に定 着 して いる とい う当時 の状 況を引 き合 い に出 しつつ,「本委員
会 は,実 現収益の認識に必要な 〔受領資産の〕本質的属性 として は流動性 よ り
も,測 定可 能性 を重視 す る」(AAA[1965],p.315)と述べ,上 掲 の3規 準 の
うち(1)の受領資産の性質については,き わめて柔軟 な立場 を とってい るか らで
ある。すなわち,こ こに,1940年序説で提示 された よ うな伝統的実現概念が有
す る厳格な制約を緩和 し,会 計的認識を拡張 しよ うとす る1964年委員会報告の
問題意識を看取する ことがで きるのであ る,,
認識拡張 を指向す るこうしたユ964年委員会報告の問題意識 は費用お よび損失
の認識 において よ り顕著であ る。既述の ように1964年委員会報告 は全会一致で
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保有損益 の原則 的認識 を勧告 してい るが,同 委員会報告は後段 の叙述 において,
かか る認識 が,㈲ 現在原価基準で の費用計上,㈲ 保有損 益の発生期 間での認
識,(c)資産 の 「現 在経済価 値」(currentecono皿issignificance>での貸借 対
照表計上13)を目的 とした ものであ る ことを明 らか に してい るので あ る(AAA
[1965],p,319)。さ らに また,「未 実現保有利得 が 〔純利 益の構成要素 と して〕
認識 され るのでないか ぎ り,〔市 場取 引の存在 とい う〕 実現 のテ.ストを緩和 し
て もよい と考 え る委 員が いた」(AAA[1965],PP、315-316)とい う記 述 は,
低価法 の採用 を暗示 的に勧告 した もの と.解しうるで あろ う。
以上の諸提 案を集約す るか たちで,1964年委員 会報告 は委 員会多数派の見 解
と して,以 下 の よ う な利 益 決 定 方 式 を勧 告 して い る(AAA[1965],PP.
321-322)o
収益 一現在原価基準で計算 され た費用=営 業利益(operatinginc。me)
営業利益+実 現保有利 得一実現保 有損失=純 利益(netincome)
ユ964年委員会報 告によれば,以hの 利益決定の結果は,次 の よ うな様式 に し
たが って財務諸表に表示される。すなわち,損 益計算書 において は,営 業利益
と実現保有損益が区分 して表示され る。そ して,純 利益 に未実現保有損益 を加
減 した金額が,損 益計算書 の純利益 の下 に 「純利益 と保有損益 の合計額」(net
incomeplusholdinggainsandlosses)として別途 に表示 され る。他 方,貸 借
対 照 表 に おい て は,株 主持 分 の部 に純 利 益 の 累計 額 が 「実 現留 保 利 益」
(realizedretainedenrnings)として,未 実現保有損益の累計額が 「未実現保有
損 益」(unrealizedholdinggainsandlosses)として,そ れぞ れ表示 され る。
以..ヒの結果,貸 借 対照表 の資産 の部 において は,各 資産 がそ の 「現 在価値」
(currentvalues)で表示され ることにな る(AAA[1965],PP.321-322)。
13)具体的には,市 場性あ る有価証券については現在市場価 格,棚 卸資産については取 替原価.固
定資 産については現在原価の適用を,そ れぞれ勧告 してい るAAA11965].PP.320-321.
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VI実 現概念変遷の理論的含意 と現代的意義
第1表 は,実 現概念 の変遷 に関す る.前節 までの検討結果 を要約 ・整理 した も
のであ る。以下,本 節 で は,第1表 によ りなが ら,実 現概念 の変遷過程が示唆
す る理論 的含 意 と現代 的意義 を明 らか にしてい くことにしたい と思 う。
q)実 質優先主義の萌芽 と展開
まず第1に 指摘 しうることは,1950年代後半か ら1960年代前半 にか けて台頭
した実現概念やその位 置づ けの変更をせ まる動 きは,決 して同一の 主張 を具備
した ものでは なか った とい うことであ る。本稿で追跡 して きた実現概念 の変遷
過程 を改 め て振 り返 って み る と,当 該 変 遷過 程 は,伝 統 的実 現概 念 の確 立
(194011=序説)一 資産 ・負債 の認識規 準 として の実現 の提 示(1957年改訂会計
原.則)→会計 的認識規準 としての実現の全面的否定(1962年会計原則試案)→
収益認識規準 としての実現 への回帰(1964年委員会報告)と い うよ うに展 開 し
て きた ことが分か る。.各文献 の主張 が1つ の スペ ク トラムをな していただ けで
な く,実 現概 念の変遷 過程 それ 自体 も伝 統的実現概念か らの走向的 な離脱過程
を単純に辿 って きたわけでにない ことを,ま ず確 認 してお く必要があ ろう 傑
1図参照)、,
しか し第2に,以 上の ような振 幅 と曲折に もかかわ らず,.各文献 の主張 は共
通 した思 想的基盤 に立 脚 していた とい うこ とであ る。その思想 的基 盤 とは,
「会計 における資 本利益計算 の経済 的現実性」(辻山[ユ99ユ],141ページ)を
回復 ・改善 しようとす るアメリカ会計人たちの問題意識で あった。1957年改訂
会計原則では 「資 産または負債 の変動」の 「確定性」 と 「客観性」が,1962年
会計原則試案では 「経 済活動の成果」の 「客観的 な測定」が,1964年委 員会報
告では 「実現収益 の認 識に必要な 〔受領資産の〕 本質的属性」 としての 「測定
可能性」が,会 計的認識のあ り方 を左右す る重要 なポイン トと して,そ れぞれ




















































実現概念の スペ ク トル
在性 を企業の 「経済的実 質」(economicreality)とみ なす観点か ら会計 的認識
の拡張 をめざす とい う点で軌 を一にす るものであ り,の ちに 「実質優 先主義」




.14》.実現概念 の変遷 を主導 して きた文献 として本稿で取 り上げて きた3つ の文献,す なわち1957年
.改訂会計原則,1962年会計原則試案.1964年委員会転告 はいずれ も,何 らかの程度 において時ノ
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第3に,1964年委 員会報告 の勧 告に最 も明瞭に表われてい ることであ るが,
実質優 先思考(同 委 員会報 告にみ られ るよ うな萌芽的なそれ も含めて)に もと
つ く認識拡 張 は,当 該認識 拡張か ら生 じる正味資 産の増減 額のす べ てを利益
(または損 失,以 下同 じ)の 構 成要素 と しないか ぎ り,財 務諸表 の 「非連携」
(n⑪narticulation)15をもた らす ことに なる とい うこ とであ る。 この第3.の論点
は,実 現概 念変遷の理論的含意 と現代的意義を考え るうえで と りわ け重要 な示













＼価主義 を指向す るもの とな ってい る。 この ような時価主義指向 にも,実 質優先主義の萌芽 と特徴
を見いだす ことがで きる。
なお,課 題の制約か ら本稿では言及 しなか ったが,実 質優先 という概念 自体 は じつ はきわ めて
曖昧 な ものであ り.こ れを所与 の前提 として議 論を進め ることにぽ多 くの問題 があ る。事実,
FASBぱ,「実 質優先 とい う概念 は明確 に定義 で きない曖 昧 な概念で あ る」 〔SFAC,No.2,par.
160)tいう理由で,当 該規準 を会計情 報の質的特 徴か ら除外 して いる。 この問題について は,
藤井[1997],179-181ペー ジを参照されたいu
15)財務諸表 の 〔非)連 携 問題 につ いて ある程度立 ち.入った議 論 を した基本文 献 と して,FASB
口976]があ る。財務諸表 の連携 概念 は,の ちに 「ク リーン ・サー ブラス関係 」と呼ばれ るよ う
にな る概念 と,基本的に重 なるものであ る。
アメリカにお ける利益測定論の展開i807;139
















てい る利益 はあ くまで も純利益であ り,し たが って純利益が損益計 算書 のボ ト
ム ・ラインをなす と解釈す るのが至 当で あろ う。事実,1964年委員 会報 告 にお
いては,純 利益 に未実現保有損益 を加 減 した金額 は 「純利益 と保有損益 の合計
額」 として整理 され てお り,少 な くとも名称 の うえで は 「利益 」の扱 い を受 け
ていない。 とすれ ば,未 実現保有損益 は 「純利益 ゐ下」 に表示 されて はい るも
のの,「純 利益 の下」 は じつ は損益 計算 書の本体 を構 成す るもので はな く,し
たが って当該保有損益 は,損 益計算書 の本体(す なわち収 益か ら純利益 まで)
で表示 された損益情報 を補足す る一種 の脚注 項 目にす ぎない とい うこ とになる。
以 ヒの ような解釈か ら導 出され る財務 諸表 において は,既 述の よ うに,損 益
計算書で表示 され る利益(純 利益)の 金額 と貸借 対照表で表示 され る正味資産
(株主持分)の 増減額が...激せず,こ こにいわゆ る財 務諸表の非連携 が発生す
ることになる。 この場 合,未 実現保有損 益 は損益計算書 を経 由す る ことな く,
貸借対 照表 の株主持分の部 に直接計 上 され てい るこ とになる。
これ と同種の 問題 を,FASB基 準書 第115号(1993年)におけ る 「売却可能
証券」(available・for-salesecurities)や企業 会計審議 会 「金融 商品 に係 る会計
基準の設定に関する意見 書」(1999年)における 「その他有価証券 」 の会計処
理 に見いだす ことがで きる。 これ らの有価証券 の時価評価差額 は損益計 算書を
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経 由せず(換 言 すれば当期 の損益 構成要 素 として処理せ ず〉,貸借 対照 表の資
本の部 に直接計上 され ることになっている16:。
これ に対 して,未 実現保有損益 は損益計算書.ヒの項 目であ り,し たが って当
該保有損益 は利益 の構成 要素 に含 まれ る と解釈 する ことも,次 のよ うな意味に
おいて可能で ある。す なわち,1964年委員会報 告は純利益 とは異な るもう]つ
の 「利益」概 念を暗示的に想定 してお り,そ の名称 に もかかわ らず じつは 「純
利益 と保有損益 の合計 額」が当該 「利 益」を表わ してい るとみ るのであ る。 こ
の場合,損 益計算書のボ トム ・ラインは 「純利益 と保有損益の合計額」 とい う
ことにな る。市場取引をつ うじて実現 した企業の期間業績は,純 利益 によって
表示 され る(AAA[1965],p.315)。この純利益 に未実現保 有損益 を加減 して
得 られ る 「純利益 と保有損益 の合計額」は損益計算上の 「利益」 としては規範
的 な意味を持たないが,「.資産の価 値変動」(AAA[1965],p.312)の認識 に と
もな うフロー側の処理手続を反映 した計算技法上 の数値 としては重要 な意味 を
持 ってい る。 なぜ ならば,「純利益 と保 有損益 の合計額」 の計 上に よって損益
計算書 と貸借対照表の連携(い わ ゆる クリー ン ・サー ブラス関係)が 維持 され
ることになるか らで ある。
想定 され る取引や計上項 目な どの点 で相違す る部分 はあ るものの,以 上の解
釈 か ら導 出される利益 の計算構造 は,FASB基 準書 籍130号〔ユ997年)によっ
て提示 された 「包括利益」(comprehensiveincome)の計算 構造 と基本 的に一
致す るとい って よいであろ う。 この場 合,1964年委員会報告 における 「純利益
と保有損益 の合計額」がFASB基 準書 第130%;にい う 「包括 利益」 に,未 実現
保有 損益 が 「その他 の包括 利益」(othercomprehensiveincome)に,それ ぞ









す なわ ち,以 上を要す るに,実 質優先 思考 に導か れた認識 拡張 と りわ け ス
トック側 の未実現価値変動額 の認識 ば,フ ロー側 の測定 とりわけ利益 測定 との
間に論理的 な不整合 を不可避 的に生 じ,そ の論理 的な不 整合は,財 務諸表の非
連携 か;利 益概 念 の二元化(1964年委員 会報告 の暗 示的 な用 語 に したが えば
「純利益」 と 「純利益 と保有損益 の.合計額」へ の利益概 念の二元化)に よって
処理す る しか ない とい うことが,1964年委 員会報告 の勧 告において示唆 されて
い るので ある。 この不整合 は,FASB[1976コの用 語法 を援用 すれ ば,資 産負
債 アプローチに もとつ くス トック認識 と収益 費用 アプローチ にもとつ くフロー
測定を,1組 の財務 諸表 に統 合 しようとす る場 合に生 じる論理的不整合 とい っ
て よいであ ろう。1964年委員会報 告の勧告が有す る最 も重要 な理論的含意 は,
以 ヒのような点 に存す るとい えよう。
と同時 に,以 上 のような議論 は,近 年 と りわ けユ990年代以降 に金融商品 の認
識 ・測定問題 をめ ぐって展 開され て きた議論(た とえば既述 のFASB基 準書
第115号や 第133号におけるそれ)と 基本的 な枠組み において重 なる もので あ り,
そ の意味で,近 年の新 しい 〔と一般 に思われて きた)会 計問題 の原型 は,す で
に1964年委.員会報告 において実質的 に論 じられ てい たとみ ることがて きるので
ある。す なわち,1964年委員会報告の勧告が有す る現代 的意義 は,こ うした点
に見いだす ことがで きるであ ろう。
VIIむ す び
以.ヒによって,ア メリカにおける利益測定論の展開過程を,20世紀前半から
1960年代.半ばまでの実現概念の変遷を手がか りとしながら整理 ・検討 し,当該
変遷過程が有する理論的含意 と現代的意義を明らかにするという本 稿の目的は,
おおむね達成されたものと思われる。
＼あ り,したが って各利益 の具体 的内容 にまで立 ち入 って比較検討 した場合,両 者 の間には共通点
ばか りでな く,かな り多 くの相違点 も観 察き.れるこ とになる。包括 利益の概 念 とその制度上の諸
特徴 について は,さ しあた り岩崎[1998]を参照されたい。
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1950年代 後半 か ら1960年代 前半 にか1ナて展開 された認識拡張 をめ ざす一連の
動 きのなかで,実 現概 念 をめ ぐる議 論は,当 該概念の意義 を否定す る場合 も含
めて,ア メリカ会計 人た ちの主要な関心事であ り続 けて きた。そ の過程で,今
日の中心的な会計問題の原型 とみ なしうる問題が先駆的 に議論 され ると同時 に,
近年の新 しい会計基準が想定す る会計処理 にも通 じる現実的 な問題解決策が模
索 ・提示 されたのであ った。
本稿で は,と くに1964年委員会報告でな された勧告 に的 を絞 ってそ うした事
例 の検討 をおこなったが,そ れ は同委員会報告が,本 稿で取 り一.Lげてきた文献
のなかで は,利 益 の計算構造 にまで立 ち入 った議論 を展 開 した唯一 の文献 だっ
たか らであ る。 しか し,本 稿で の検討結果か ら容易 に推測で きるよ うに,認 識
拡張 を論 じた他 の文献 も,そ れ ぞれ の議論 を計算構造 の次 元にまで立 ち入った
か たちで展 開 したならば,1964年委 員会報告が逢着 した問題 と同様 の問題 に不
可避的 に遭遇す ることになったで あろ う。 その意味で,1964年委 員会報告 の勧
告 に関す る本稿 の評価 は,.程度 の差 こそあれ基 本的には他 の文献 につ いて も有
効で あると考 えられ る。
ところで,ア メ リカ会計界 の公式刊行物 としては1964年委 員会報告 が実現概
念 のあ り方 を直接真正面か ら論 じた最後 の文献 となるが,実 現 をめ ぐる議 論そ
の ものが その後,立 ち消 えになって しまったわ けで は決 してない。損 益認識 に
おける実現 ・未実現 の区別 は,そ の後 もつね に会計規制上 の主要な1テ ーマで
あ り続 けて きた。 た とえば,金 融商 品の会計基準 を設定 する過程 で収益認 識規
準 と しての実現 の全.面的否定がIASC[1997]によって提案 され たが,か か る
提案 は現在 な お実務.界の支 持 を獲得 す るにい たっていな い。FASB基 準書 第
133号(1998年)や国際 会計基 準第39号(19991F)におい て も,実 現 の全面 的
否定を前提 に した公 正価値測定 モデルの採 用は長期 目標 として将来に先送 りさ
れ てい る。すなわち,近 年において もこのよ うなかたちで損益 の実現問題 が議
論 され,し か もその議論 をつ うじて結 果的に(お そ ら くは問題提 起着たちの意
図に反 して)実 務におけ る実現の根強い影響力を改めて示す ことにな る状 況が
アメリカにおける利益 測定論 の.展開 〔.811〕14コ
繰 り返 し生 じてい るのであ る。実現 をめ ぐる議論 の展 開に,今 後 も引 き続 き注
視せ ざるをえないゆ えんで ある。
?
?
参 考 文 献
AAA[1957]CommitteeonAccountingConceptsandStandards,"Accountingand
ReportingStandardsforCorporateFinancialState皿eats-1957Revision,"The
A`α}μη∫fηgR8冗・ゴ飢1.Vol.32,No,4,PP.536-546.(中島 省 吾 訳 編 『増 訂A、A.A.






StatementofBasicAccountingTheory,AAA.(飯野 利 夫 訳 「ア メ リ カ 会 計 学
会 ・基 礎 的 会 計 理 論 』 国 元 書 房 、1969年)。
AIA[1952]StudyGrouponBusinessincome,Changing.(㌃ η`砂`∫ofBusiness
1πω'η8・ReportofStudyGroupnnBusinessIncome,TheMacmillanCo.reprint
ed.,象h。larsBookCo.,1975,(渡邊 進,上 村 久 雄 共 訳 『企 業 所 得 の 研 究一 変 貌 す
る 企 業 所 得 概 念 一 」 中 央 経 済.仕,1956年)。
AICPA[1962]ATentativeSetof'BroadAccountingPrinciplesforBusinessEnter-
prises,AICPAAccountingResearchStudyNo、3,AICPA.(佐藤 孝 一,新 井 清




Measurement,FASBDiscussionMemorandum,FASB.(津守 常 弘 監 訳 『FASB
財 務 会 計 の 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク』 中 央 経 済 社,1997年)。
Gilman,S.[1939]AccountingConcepts(ゾ」%頃6,TheRonaldPressCo.(久 野 光 朗
訳rギ ル マ ン 会 計 学 』 上 巻,中 巻,下 巻,同 文 舘,1965年,1967年,1972*)。
IASC[1997]AccountingforFinancialAssetsandFinancialLi.bilitiee,IASCDis.
cussionPaper,IASC.(国際 会 計 基 準 委 員 会 『金 融 資 産 及 び 金 融 負 債 の 会 計 処 理 』
国 際 会 計 基 準 委 員 会 デ ィ ス カ ッ シ ョ ン ペ ー パ ー,IASC)。
Kohler,E・L.[1952]ADictionaryforAccaantants,1sted.,PrEntice.Hall、(染谷 恭 次
郎 訳 『]一 ラ ー 会 計 学 辞 典 』 復 刻 版,丸 善,1989年)。
144(812) 第164巻 筆6号
Paton,W.A.andA.C,Littleton[1940]AnIntroductiontoCorporateAccounting
Standards,AAAMon⑪graphNo.3,AAA.(中 島 省 吾 訳 『ぺ.イ ト ン;リ ト ル トン





新 井 清 光[1978]『 会 計 公 準 論 』 増 補 版,中 央 経 済 社 う
岩 崎 勇[1998]「 財 務 業 績 と 包 抵 利 益 計 算 書 」r会 計 』 第154巻 第3号,51-66ペ ー
ジ,
.草 野 真 樹[1998]「 収 益 認 識 基 準 拡 張 の 萌 芽 〔1>一AAA1957年 基 準 書 及 びAAA1964
年 報 告 書 を 中 心 に し て 一 」 『同 志 社 大 学 大 学 院 商 学 論 集 』.第33巻 第1号,354-379
ぺ 一 ソD
阪 本安 一[】966]「実 現 概 念 に 関す る一 考 察 」 『会計 」 第89巻第6号,15-31ペー ジ 。
辻III朱子[ユ991]:「所 得 概 念 と 会計 測 定 』 森 山書 店 。
津 守常 弘[1985]「会 計 的 計 算 構 造 と公 開 原 理 」(加 藤 盛 弘,斎 藤 静樹 編 『企 業 会 計
の機 能 と制 度 』 森III書店),87-111ページ。
福 島孝 夫 「1978]『会 計 収 益 認 識 論 』 大 阪 府 立 大 学 経 済 研 究 叢 書 第47冊。
藤 井 秀樹[1996]「金 融 商 品 の会 計 基 準(草 案)に み る 『会計 の情 報 化 」一 そ の現 代
的特 徴 と方 向一 」(安 藤 英 義 編 『会計 フ レー ム ワ ー ク と会計 基 準 」 中央 経 済社),
254-276ページ。
[1997]『現 代 企 業 会 計 論一 会 計 観 の転 換 と取 得 原 価 主 義 会計 の 可 能性一 』
森 山書 店 。
[19991「ア メ リカ財 務 会計 の黎 明一1960年代 ま で の 実現 概 念 の 変 遷 を 手 が
か りと して一 」(興 津 裕 康 編 『財 務 会計 シ ス テ ム の研 究 』 税務 経 理 協 会)114-125
ベ ー ンD
森III八洲 男[1996]「実 現 概 念 の展 開(そ の3)」 『税 経 セ ミナ ー』 第41巻第10号,
4-10ペー ジ。
III田康 裕[1998]「ア メ リカ に お け る 実現 概 念 の 変 遷 の 意 義一 認 識 プ ロセ スに お け る
機 能 的位 置 づ け を め ぐっ て一 」 『会計 』 第153巻第6号,133一上44ペー ジ。
